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１．はじめに 

 

 近年、地域の交通利便性向上と中心市街地活性化を目

的に導入されるバスやバス付加サービスにより、交通利

便性の向上がみられる地域もあるが、バスやバス付加サ

ービスを導入するのみとなっており、中心市街地商業自

体の再生は行われず、バス交通システム導入は中心市街

地活性化に寄与しているとはいえない。 

 そこで、本研究では、地方都市を整合性のとれた持続

可能で魅力的な都市に発展させることを目的とし、中心

市街地整備と中心市街地と郊外部を結ぶバス交通システ

ム導入の一体的整備計画案の策定とそのシステム論的分

析を行った。対象地域は滋賀県草津市と大津市に設定し、

既往研究1）の中心市街地活性化の方法論を前提条件に、

中心市街地再生とバス交通システム導入の一体的整備計

画の策定、併せて、バス利用促進と路線沿線商業施設利

用促進を目的にバス付加サービスの整備計画を策定し、

その有用性を実証した。 

 

２．対象地域の現況 

 

（１）概要 

 本研究対象地である滋賀県大津市、草津市は琵琶湖に

面し、比良比叡の山並みを臨む自然豊かな地域である。

また、わが国の国土軸を形成している名神高速道路・国

道一号線・東海道新幹線・東海道本線など広域的な幹線

交通網が集中しており、関西から東海、北陸への交通の

要衝として重要な位置を占める。 

このような豊かな自然条件、広域的交通条件の良さか

ら、近年の中心市街地のマンション開発や丘陵地への大

学の移転などにより，人口が増加し，発展してきている。

しかし、急な発展には都市整備が追いついていない状況

となっており新たな問題が出てきた．中心市街地では社

会基盤の老朽化や地元商店街の衰退があげられ、郊外部

にはロードサイド型の商業施設や大規模商業施設が相次

いで立地したことにより、自動車交通量の増加が起こっ

た。また、地域内における主要な公共交通機関であるバ

スはサービスの低下により、利用者が年々減少傾向にあ

る。 
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そこで本研究では、通勤・通学者の最寄り駅である

ＪＲ東海道線南草津、瀬田駅を利用し、対象地域内の商

業施設利用者には中心市街地にあるＪＲ東海道線草津駅

と郊外部との接地と商業施設間の回遊を考慮し導入整備

バス路線を検討した。また、利用者のニーズに対応した

バスサービス形態について考えるとともにバス停留所の

形態についても検討した 

め、近隣道路の交通負荷は増大しており、歩車の混在、

商店街内部の車の通行による安全面の問題が生じてきて

いる。また、中心市街地商店街は店舗の老朽化や低未利

用・空き店舗の増加、後継者問題、駐車場や道路整備の

遅れから商業活動が低下している。 

これらから、若者から高齢者まであらゆる世代に対

応した都市環境整備の必要性があると考えられる。 

  

（３）バス付加サービスに関する検討 ３．本研究における検討 

前節では、バス交通システム整備の検討をしたが、整備

することで対象地域内の交通利便性の向上は考えられる

が、対象地域の現状を考慮すると地域内の回遊行動が充

実するとは考えにくい。 

 

（１） 中心市街地整備 

 前章で述べた滋賀県草津市の中心市街地であるＪＲ草

津駅前東地区の現況を踏まえて、既往研究では中心市街

地の低未利用大型商業施設の有効活用方法について「施

設多重利用形態」が提案された。「施設多重利用形態」

とは、時間帯や週ごとに店舗内容を入れ替える施設の利

用形態である。 

そこで、本研究では、バス交通システム導入に伴う

バス付加サービスとして、バス利用促進と商業施設利用

促進を目的とした中心市街地商業施設と郊外商業施設が

連携したサービスとして、買物バス無料券の配布、ＩＣ

カードの導入、手荷物宅配サービスの三点を提案した。 
表－1 既往研究における大型商業施設再生の 

 
ためのフロアコンセプトとその店舗内容 

４．中心市街地整備とバス交通システム導入の一体的整

備計画モデルの定式化 フロアコンセプト 昼間の施設内容 夜間の施設内容

医療施設・
公共的施設のフロア

クリニック

サポート施設

保育所

音楽教室

フリーマーケット

アスレッチクルーム

市役所出張所・郵便局

健康施設

音楽イベント

各種展示会

学習のフロア

図書館

教育・研修施設

専門学校

カフェ・レストラン

屋上庭園

本屋

予備校・資格学校

学習塾

レストラン・居酒屋

ビアガーデン

飲食店街・
屋上庭園のフロア

 

 本研究では、対象地域内の利便性と回遊性を考慮しバ

ス交通システム導入整備することを目的としている。そ

こで、バスサービス形態構築モデルとバス付加サービス

構築モデルにより導入するバス交通システムのサービス

水準を決定する。次に、通勤・通学、商業施設利用時の

交通手段選択確率を算定し、バス利用者数を算定するが、

商業施設利用の際のバス利用者は、商業地域別の来訪者

数を算定し、商業地域別の来訪者数と買物時の交通手段

選択確率により、商業施設を利用する際のバス利用者数

を算定する。これら整備計画モデルを定式化することで

バス利用者数、商業施設利用者の最大化を目指す。 

 表－1に示すように施設多重利用形態の店舗導入を提

案するにあたって既往研究おいて設計された大型商業施

設再生におけるフロアコンセプトを提示し、それに基づ

き導入施設を検討された。 

本研究では既往研究での中心市街地の低未利用大型

商業施設での施設多重利用形態を導入した場合の分析結

果と指標を参考に、中心市街地整備を前提条件として考

える。 

 

（１）バスサービス形態構築モデル 
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 （２）バス交通システム導入整備計画案の検討 

 a) バス路線の検討 

  対象地域は郊外に商業施設や病院など様々な都市施設

が存在しているが公共交通は充実しておらず、住民は自

動車主体の生活になっており、公共交通を必要とする高

齢者、通勤・通学者にとって非常に不便な地域である。

また、平成20年11月に大規模商業施設が開店し、対象地

域内の自動車通行量が増加している。地域の主要な公共

交通機関であるバス交通は運行本数、運行時間とも利用

者のニーズを満たしておらず、対象地域は公共交通空白

地域であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

U1 ： 本研究で導入するバス交通システム形態計画の総合効用
α ： 各種パラメータ
X ： カテゴリーデータ（運行本数，バスの大きさ，バス停までの

時間，運賃，運行時間，ノンステップの有無）
B ： 運行収入（一般利用料，広告収入費）
C ： 運行費用（人件費，車両購入費，車両修繕費，自動車税，

自動車重量税，自動車損害賠償責任保険料，燃料油脂費，バス
停設置費）

U1 ： 本研究で導入するバス交通システム形態計画の総合効用
α ： 各種パラメータ
X ： カテゴリーデータ（運行本数，バスの大きさ，バス停までの

時間，運賃，運行時間，ノンステップの有無）
B ： 運行収入（一般利用料，広告収入費）
C ： 運行費用（人件費，車両購入費，車両修繕費，自動車税，

自動車重量税，自動車損害賠償責任保険料，燃料油脂費，バス
停設置費）



（５）バス利用者数推計モデル （２）バス付加サービス形態モデル 
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U2 ： 本研究で導入するバス付加サービスの総合効用
β ： 各種パラメータ
W ： カテゴリーデータ（ICカード初期設定料金，手荷物宅配料金，バス

運賃無料券配布買物消費金額）
B ： バス付加サービス収入（ICカード初期購入費，手荷物宅配料金）
C ： バス付加サービス費用（人件費，初期導入費，システム維持費）

U2 ： 本研究で導入するバス付加サービスの総合効用
β ： 各種パラメータ
W ： カテゴリーデータ（ICカード初期設定料金，手荷物宅配料金，バス

運賃無料券配布買物消費金額）
B ： バス付加サービス収入（ICカード初期購入費，手荷物宅配料金）
C ： バス付加サービス費用（人件費，初期導入費，システム維持費）

 

 

 

 

 

 

 

  

 （３）交通手段選択確率推計モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）商業施設利用者数推計モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Vbus ： 年間総バス利用者総数
Vbus1 ： 対象地域内住民通勤・通学時バス利用者数

Vbus2 ： JR利用での対象地域内への通勤・通学時バス利用者数
Vbus3 ： JR利用無しでの対象地域内への通勤・通学時バス利用者数

Vbus4 ： 対象地域内商業施設利用で回遊しないバス利用者数
Vbus5 ： 対象地域内商業施設利用で回遊するバス利用者数

rt ： 一日のバス利用回数
R1 ： 顕在化率（個別訪問調査のアンケート回収率）

R2 ： 顕在化率（郵送調査のアンケート回収率）

R3 ： 顕在化率（全体のアンケート回収率）
ai ： 新設バス利用頻度選択肢iの選択割合

ri ： 利用頻度選択肢iの年間利用頻度
Q1 ： 母集団（対象地域内人口）

Q2 ： 母集団（対象地域内への通勤・通学での流入人口）
Pbus1t ： 対象地域内住民通勤・通学時バス選択確率

Pbus2t ： JR利用での対象地域内への通勤・通学時バス選択確率
Pbus3t ： JR利用無しでの対象地域内への通勤・通学時選択確率

Pk
bus4t ： 第一目的商業地域利用時のバス選択確率

Po
bus5t ： 回遊時バス選択確率

PJR ： 対象地域内に通勤・通学者でJRを利用する割合（アンケート調査

より）
Pnon-JR ： 対象地域内に通勤・通学者でJRを利用しない割合（アンケート調

査より）
Vk

area ： 対象地域内商業地域kの第一目的利用者数

Pl
sb ： 回遊行動を含まない消費行動lの割合

Psbrm ： 回遊行動を含む消費行動割合

Vbus ： 年間総バス利用者総数
Vbus1 ： 対象地域内住民通勤・通学時バス利用者数

Vbus2 ： JR利用での対象地域内への通勤・通学時バス利用者数
Vbus3 ： JR利用無しでの対象地域内への通勤・通学時バス利用者数

Vbus4 ： 対象地域内商業施設利用で回遊しないバス利用者数
Vbus5 ： 対象地域内商業施設利用で回遊するバス利用者数

rt ： 一日のバス利用回数
R1 ： 顕在化率（個別訪問調査のアンケート回収率）

R2 ： 顕在化率（郵送調査のアンケート回収率）

R3 ： 顕在化率（全体のアンケート回収率）
ai ： 新設バス利用頻度選択肢iの選択割合

ri ： 利用頻度選択肢iの年間利用頻度
Q1 ： 母集団（対象地域内人口）

Q2 ： 母集団（対象地域内への通勤・通学での流入人口）
Pbus1t ： 対象地域内住民通勤・通学時バス選択確率

Pbus2t ： JR利用での対象地域内への通勤・通学時バス選択確率
Pbus3t ： JR利用無しでの対象地域内への通勤・通学時選択確率

Pk
bus4t ： 第一目的商業地域利用時のバス選択確率

回遊時バス選択確率

対象地域内に通勤・通学者でJRを利用する割合（アンケート調査

より）
対象地域内に通勤・通学者でJRを利用しない割合（アンケート調

査より）
対象地域内商業地域kの第一目的利用者数

回遊行動を含まない消費行動lの割合
回遊行動を含む消費行動割合

Po
bus5t ：

PJR ：

Pnon-JR ：

Vk
area ：

Pl
sb ：

Psbrm ：

∑
=

i
ij

ij
ijt U

U
P

)exp(
)exp(

∑+= ijkijkijij ZU θθ
 

Pijt ：利用目的jの時の個人tが利用可能な交通手段iを選択する確率
Ujk ：利用目的jの時の交通手段iの効用
θ ：パラメータ
Zijk ：利用目的jの時の交通手段iの効用に対する要因k

Pijt ：利用目的jの時の個人tが利用可能な交通手段iを選択する確率
Ujk ：利用目的jの時の交通手段iの効用
θ ：パラメータ
Zijk ：利用目的jの時の交通手段iの効用に対する要因k
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（６）バス交通システム事業システム算定式 
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 Pvit ： 個人tの対象地域内商業施設iを利用する確率
v ： 対象地域内商業施設の効用
Vi ： 対象地域内商業施設iの第一目的利用者数
αk ： 対象地域内商業施設利用頻度選択肢kの選択割合
r1k     ： 利用頻度選択肢kの年間利用頻度

Qs ： 母集団
V'i ： 対象地域内商業施設iの総利用者数
V‘’i ： 対象地域内商業施設iの第二目的利用者数
Vj ： 対象地域内第一目的商業施設jの第一目的利用者数

rmij ： 対象地域内商業施設iから対象地域内商業施設 jに回遊する確率

Pvit ： 個人tの対象地域内商業施設iを利用する確率
v ： 対象地域内商業施設の効用
Vi ： 対象地域内商業施設iの第一目的利用者数
αk ： 対象地域内商業施設利用頻度選択肢kの選択割合
r1k     ： 利用頻度選択肢kの年間利用頻度

Qs ： 母集団
V'i ： 対象地域内商業施設iの総利用者数
V‘’i ： 対象地域内商業施設iの第二目的利用者数
Vj ： 対象地域内第一目的商業施設jの第一目的利用者数

rmij ： 対象地域内商業施設iから対象地域内商業施設 jに回遊する確率

 
 totaltaxbeforesafety −  BPr ×=100



表－４ バス利用者数推計モデル適用結果 
Pt

accumulate ： t期における差引収支（余剰金累計）
Pt

abf ： t期における前期繰越残高
P ： 当期会計収支
Pafter-tax ： 税引後利益
Pbefore-tax ： 税引前利益
Btotal ： 営業収入
Ctotal ： 営業支出
rct ： 法人税率
rcet ： 法人事業税率
rcit ： 法人住民税率
Cmaintenance ： 年間維持管理費
Cdepletion ： 減価償却費
Cdeposit ： 積立金
Cdept ： 借入返済額
Cfc ： 利息
Bbus ： バス運賃収入費
Bic ： ICカード利用収入費
Bd ： 手荷物宅配利用収入費
rsafety ： 経営安全率

1,907,529人商業施設利用

176,717人対象地域内へ通勤・通学

3,640,432人計

1,556,187人対象地域内住民通勤・通学

年間バス利用者数利用目的

1,907,529人商業施設利用

176,717人対象地域内へ通勤・通学

3,640,432人計

1,556,187人対象地域内住民通勤・通学

年間バス利用者数利用目的

 
表－５ 商業施設利用者数推計モデル適用結果 

表－２ バスサービス形態モデル適用結果 

4.81764最大効用

有ノンステップの有無

5時から23時運行時間

200円運賃

自宅から3分バス停までの距離

小型車両の大きさ

1時間に6本運行本数

サービス水準バスサービス形態

4.81764最大効用

有ノンステップの有無

5時から23時運行時間

200円運賃

自宅から3分バス停までの距離

小型車両の大きさ

1時間に6本運行本数

サービス水準バスサービス形態

 

13,821,572人13,676,622人郊外大型商業施設群

22,436,443人20,249,122人中心市街地計

26,270,273人

12,448,702人

12,370,799人

整備後商業地域

年間総利用者数

10,065,644人

25,954,400人郊外部計

12,277,778人イオンモール草津

7,689,117人JR草津駅東口前

12,560,006人JR草津駅西口前

整備前商業地域

年間総利用者数

13,821,572人13,676,622人郊外大型商業施設群

22,436,443人20,249,122人中心市街地計

26,270,273人

12,448,702人

12,370,799人

整備後商業地域

年間総利用者数

10,065,644人

25,954,400人郊外部計

12,277,778人イオンモール草津

7,689,117人JR草津駅東口前

12,560,006人JR草津駅西口前

整備前商業地域

年間総利用者数

 

表－６ バス交通システム事業システム算定式適用結果 

表－３ バス付加サービス形態モデル適用結果 

4.72865最大効用

300円手荷物宅配サービス料金

1,000円ICカード初期導入負担額

500円バス無料券配布買物消費金額

サービス水準バス付加サービス

4.72865最大効用

300円手荷物宅配サービス料金

1,000円ICカード初期導入負担額

500円バス無料券配布買物消費金額

サービス水準バス付加サービス

 

５．モデル適用結果 

 

本研究で検討した中心市街地整備とバス交通システ

ム導入の一体的整備計画の検討に関して、既往研究にお

ける分析結果と滋賀県草津市の地域住民と草津市郊外部

の商業施設来訪者を対象に意識、意向を求めるためのア

ンケート調査の結果を前章にて構築したモデルで分析を

行った。 

 分析結果を表－２から表－６に示す。整備後は既設バ

ス路線利用者数（約４１万人）からの大幅なバス利用者

数の増加、回遊性の向上から中心市街地と郊外部の商業

施設利用者数の増加が見込まれ、一体的整備の効果があ

ると考えられる。また、表－６から事業採算性について

６期目で黒字化しているがわかり、事業採算性、事業成

立性があると考えられる。 

 

６．おわりに 

 本研究では、中心市街地整備とバス交通システム導入

の一体的整備計画を検討し、アンケート調査の結果から

整備計画モデルによる定式化を行った。その結果、バス

利用者数、商業施設利用者数の増加が見込め、中心市街

地と郊外部の相乗的発展、対象地域を整合性のとれた魅

力的な都市に発展させることができると考えられる。 

今後の課題としては、整備した中心市街地商業施設

の事業成立性、他公共交通機関の導入可能性などについ

て考えていく必要性がある。 
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 b）論文の場合  

  

 

R利用での対象地域内への通勤・通学時バス選択確率
Pbus3 t ： JR利用無しでの対象地域内への通勤・通学時選択確率
Pk

bus4 t ： 第一目的商業地域利用時のバス選択確率 
Po

bus5 t ： 回遊時バス選択確率
PJR ： 対象地域内に通勤・通学者で JR を利用する割合（アンケート調査

より）
Pnon -JR ： 対象地域内に通勤・通学者で JR を利用しない割合（アンケート調

査より）
Vk

area ： 対象地域内商業地域 kの第一目 利用的 者数 
Pl

sb ： 回遊行動を含まない消費行動 l の割合 
Psbrm ： 回遊行動を含む消費行動割合 

を利用しない割合（アンケート調

 

  

  

  

  

 １）土木計画学研究委員会：「土木計画学研究・論文集， 

   No.13」論文の募集，土木学会誌，Vol.81-1， 

  

 （６）バス交通システム事業収支算定式 

  

  

 

整備後商業地域

年間総利用者数

整備前商業地域

年間総利用者数

整備後商業地域

年間総利用者数

整備前商業地域

年間総利用者数


